
平成２７年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．１ 

議案番号 
件     名 

（ 概     要 ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第１号 
神栖市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例 
職員課 

 

昨今の社会経済情勢の変化や景気の動向を鑑み，議員

報酬月額を改定するため，所要の改正を行うものであ

ります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第２号 

神栖市特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に

関する条例並びに神栖市教育委員会教育長の給与，勤

務時間その他の勤務条件に関する条例及び神栖市職員

定数条例の一部を改正する条例による改正前の神栖市

教育委員会教育長の給与，勤務時間その他の勤務条件

に関する条例の一部を改正する条例 

職員課 

 

昨今の社会経済情勢の変化や景気の動向を鑑み，市長，

副市長及び教育長の給料月額を改定するため，所要の

改正を行うものであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第３号 
神栖市情報公開及び個人情報保護に関する条例の一部

を改正する条例 
総務課 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律の制定に伴い，同法が定める措置

の趣旨を踏まえ，特定個人情報の保護等について規定

するため，また用語の定義を法律と整合させるため，

所要の改正を行うものであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第４号 

神栖市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及

び特定個人情報の提供に関する条例 

総務課 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律の制定に伴い，個人番号及び特定

個人情報の独自利用について定めるため，制定するも

のであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 



平成２７年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．２ 

議案番号 
件     名 

（ 概     要 ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第５号 神栖市手数料条例の一部を改正する条例 財政課 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律の施行に伴い，通知カード及び個

人番号カードの再交付手数料について定めるため，ま

た，住民基本台帳法の一部改正に伴い，住民基本台帳

カードの交付を終了するため，さらに，コンビニエン

スストアにおける証明書交付サービスの導入に伴い，

住民基本台帳写しの証明の交付に係る手数料を一本化

するため，所要の改正を行うものであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第６号 神栖市印鑑条例の一部を改正する条例 市民課 

 

個人番号カードを利用した証明書交付サービスの導入

に伴い，コンビニエンスストアに設置されている多機

能端末機で印鑑登録証明書を交付するため，所要の改

正を行うものであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第７号 神栖市営住宅条例の一部を改正する条例 都市計画課 

 
福島復興再生特別措置法の一部改正に伴い，引用する

条項を改めるため，所要の改正を行うものであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第８号 平成２７年度神栖市一般会計補正予算（第５号） 財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ１億８,６０２万８千円を追

加し，補正後の予算規模を４４４億２,８９０万５千円

とするものであります。 

補正の主な内容につきましては，民間保育園振興事業

において，民間保育園の創設による低年齢児の受入体

制を整備するため，また，戸籍住民基本台帳事業にお

いて，個人番号制度の開始に伴い住民票等のコンビニ

エンスストアにおける交付に必要なシステムの改修を

行うため，さらに，電子自治体推進事業において，情

報セキュリティ体制を強化するソフトウェア等の経費

を措置するため補正するものであります。財源の主な

ものとしては，国庫支出金及び県支出金，前年度繰越

金を充てるものであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 



平成２７年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．３ 

議案番号 
件     名 

（ 概     要 ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第９号 
平成２７年度神栖市公共下水道事業特別会計補正予算

（第１号） 
財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ３０５万円を追加し，補正後

の予算規模を３３億１８６万３千円とするものであり

ます。 

補正の内容につきましては，人事異動に伴う人件費に

ついて増額するため補正するものです。財源としては

一般会計繰入金を充てるものです。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第 10 号 
平成２７年度神栖市介護保険特別会計（事業勘定）補

正予算（第１号） 
財政課 

 

平成２７年度神栖市介護保険特別会計（事業勘定）補

正予算（第１号）についてであり，補正は歳入歳出を

それぞれ９９５万円を追加し，補正後の予算規模を４

９億８,８４９万８千円とするものであります。 

補正の内容につきましては，人事異動に伴う人件費に

ついて増額するため補正するものです。財源としては

一般会計繰入金を充てるものです。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第 11 号 
平成２７年度神栖市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号） 
財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ３５万円を追加し，補正後の

予算規模を５億８,０２１万３千円とするものであり

ます。 

補正の内容につきましては，人事異動に伴う人件費に

ついて増額するため補正するものです。財源としては

一般会計繰入金を充てるものです。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第 12 号 平成２７年度神栖市水道事業会計補正予算（第１号） 水道課 

 

補正は，収益的支出の予定額３０万円を増額し，水

道事業費用を２５億２,６１３万円に定めるものであ

ります。 

補正の内容につきましては，人事異動に伴う人件費

について増額するため補正するものです。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 



平成２７年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．４ 

議案番号 
件     名 

（ 概     要 ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第 13 号 
工事請負契約の変更について 

・（新設）神栖市波崎地区防災拠点施設建設工事 
防災安全課 

 

平成２７年度公共工事設計労務単価の運用に係る特例

措置の実施に伴い，８月１８日に請負者と変更仮契約

を締結したので，議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第２条の規定に基づき，

議会の議決を求めるものであります。 

原案可決 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

議案第 14 号 
専決処分の承認を求めることについて 

・平成２７年度神栖市一般会計補正予算（第２号） 
財政課 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分

をしたので，同条第３項の規定によりこれを報告し，

承認を求めるものであります。 

補正は，歳入歳出それぞれ３２７万３千円を追加し，

補正後の予算規模を４４１億９,０８９万７千円とし

たものであります。 

補正の内容につきましては，第二学校給食共同調理場

のボイラーに故障が発生し，修繕工事を行うため補正

予算を計上するものであり，６月２４日に専決処分し

たものであります。 

承認 

（平成 27 年 9 月 10 日） 

議案第 15 号 
専決処分の承認を求めることについて 

・平成２７年度神栖市一般会計補正予算（第３号） 
財政課 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分

をしたので，同条第３項の規定によりこれを報告し，

承認を求めるものであります。 

補正は，歳入歳出それぞれ５,０５８万８千円を追加

し，補正後の予算規模を４４２億４,１４８万５千円と

したものであります。 

補正の内容につきましては，ふるさと納税推進事業

において，寄附金の申込が増加し，謝礼品等の予算に

不足を生ずることが予想されるため，また，市民税等

還付事業において多額の還付金が発生し，今後還付金

の予算に不足を生ずることが予想されるため補正予算

を計上するものであり，７月１６日に専決処分したも

のであります。 

承認 

（平成 27 年 9 月 10 日） 



平成２７年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．５ 

議案番号 
件     名 

（ 概     要 ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第 16 号 
専決処分の承認を求めることについて 

・平成２７年度神栖市一般会計補正予算（第４号） 
財政課 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分

をしたので，同条第３項の規定によりこれを報告し，

承認を求めるものであります。 

補正は，歳入歳出それぞれ１３９万２千円を追加し，

補正後の予算規模を４４２億４,２８７万７千円とし

たものであります。 

補正の内容につきましては，環境美化保全事業におい

て,土砂等無許可埋立て事案に関する告発が警察署に

受理されたことに伴い，必要となる土砂等埋立て面積

の測量業務経費を措置するため補正予算を計上するも

のであり，８月１１日に専決処分したものであります。 

承認 

（平成 27 年 9 月 10 日） 

諮問第１号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 社会福祉課 

 

名雪 賢一 委員の任期が平成２７年１２月３１日を

もって満了することに伴い，人格識見ともに高い同氏

を人権擁護委員として推薦するため，人権擁護委員法

第６条第３項の規定に基づき，議会の意見を求めるも

のであります。 

同意 

（平成 27 年 9 月 10 日） 

諮問第２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 社会福祉課 

 

菅谷 久子 委員の任期が平成２７年１２月３１日を

もって満了することに伴い，人格識見ともに高い同氏

を人権擁護委員として推薦するため，人権擁護委員法

第６条第３項の規定に基づき，議会の意見を求めるも

のであります。 

同意 

（平成 27 年 9 月 10 日） 

諮問第３号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 社会福祉課 

 

越川 三郎 委員の任期が平成２７年１２月３１日を

もって満了することに伴い，人格識見ともに高い同氏

を人権擁護委員として推薦するため，人権擁護委員法

第６条第３項の規定に基づき，議会の意見を求めるも

のであります。 

同意 

（平成 27 年 9 月 10 日） 



平成２７年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．６ 

議案番号 
件     名 

（ 概     要 ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

諮問第４号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 社会福祉課 

 

小西 優介 委員の任期が平成２７年１２月３１日を

もって満了することに伴い，人格識見ともに高い黒沢 

一男 氏を人権擁護委員として推薦するため，人権擁護

委員法第６条第３項の規定に基づき，議会の意見を求

めるものであります。 

同意 

（平成 27 年 9 月 10 日） 

諮問第５号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 社会福祉課 

 

山中 和枝 委員の任期が平成２７年１２月３１日を

もって満了することに伴い，人格識見ともに高い木之

内 まさ枝 氏を人権擁護委員として推薦するため，人

権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき，議会の意

見を求めるものであります。 

同意 

（平成 27 年 9 月 10 日） 

認定第１号 平成２６年度神栖市歳入歳出決算の認定について 財政課 

 
地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，議会の

認定に付すものであります。 

認定 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

認定第２号 平成２６年度神栖市水道事業会計決算の認定について 財政課 

 
地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づき，議会

の認定に付すものであります。 

認定 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

報告第１号 

平成２６年度神栖市一般会計継続費精算報告書 

・神栖中央公園防災アリーナ(仮称)整備運営事業（Ｐ

ＦＩアドバイザリー業務） 

・息栖小学校建設事業（仮設校舎建設事業） 

・大田小学校建設事業（仮設校舎建設事業） 

・波崎第一中学校建設事業（校舎改築事業） 

財政課 

 
地方自治法施行令第１４５条第２項の規定に基づき，

報告するものであります。 

報告済 

（平成 27 年 9 月 25 日） 



平成２７年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．７ 

議案番号 
件     名 

（ 概     要 ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

報告第２号 
平成２６年度決算に基づく神栖市健全化判断比率の報

告について 
財政課 

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１

項の規定に基づき，報告するものであります。 

報告済 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

報告第３号 

平成２６年度決算に基づく神栖市水道事業会計及び神栖

市公共下水道事業特別会計についての資金不足比率の報

告について 

財政課 

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第

１項の規定に基づき，報告するものであります。 

報告済 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

報告第４号 
鹿島港湾運送株式会社の平成２６年度第４５期営業報

告及び平成２７年度事業計画について 
企業・港湾振興課 

 
地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき，報

告するものであります。 

報告済 

（平成 27 年 9 月 25 日） 

 


